
契  約  書 （案） 

 

 地方独立行政法人広島市立病院機構（以下「発注者」という。）と      （以下「受注

者」という。）とは、広島市立舟入市民病院に受注者が設置するレンタル方式によるテレビ、床

頭台、冷蔵庫、ランドリーシステム、課金機、カード販売機、カード精算機、イヤホン販売機、

マスク販売機、木製ロッカー、両替機、院内放送設備及びこれらに付帯する機器（以下「レンタ

ルシステム」という。）に関し、次のとおり契約（以下「本契約」という。）を締結する。 

 

（総則） 

第１条 発注者及び受注者は、本契約に従い、日本国の法令を遵守し履行しなければならない。 

２ 受注者は、契約書に基づきレンタルシステムを運営し、手数料として計算された金額を発注

者に支払うものとする。 

３ 本契約の履行に関して発注者と受注者との間で用いる言語は、日本語とする。 

４ 本契約に定める金銭の支払に用いる通貨は、日本国通貨とする。 

５ 本契約の履行に関して発注者と受注者との間で用いる計量単位は、特別の定めがある場合を

除き、計量法（平成４年法律第５１号）に定めるところによるものとする。 

６ 本契約における期間の定めについては、民法（明治２９年法律第８９号）及び商法（明治３

２年法律第４８号）の定めるところによるものとする。 

（信義則） 

第２条 受注者は、本契約の内容を発注者の指示及び信義に従い、誠実に履行するものとする。 

 （設置及び運営） 

第３条 レンタルシステムの設置場所及び内容等は次のとおりとし、発注者は、受注者に対しこ

れの設置を承認する。 

 ⑴ 設置場所は、広島市立舟入市民病院（広島市中区舟入幸町１４番１１号）とする。 

 ⑵ 内容は、別表のとおりとし、調達経費などは受注者の負担とする。 

 ⑶ 受注者は、レンタルシステムの設置に当たり、良好に機能するよう関連設備を整備するも

のとする。 

 （契約履行期間） 

第４条 本契約の契約履行期間は、令和３年４月１日から令和１１年３月３１日までとする。 

２ 契約締結の日から令和３年３月３１日までの間を業務開始に向けた準備期間とし、その際の

費用については受注者の負担とする。 

 （設置運営開始日） 

第５条 受注者は令和３年４月１日からレンタルシステムの運営を開始するものとする。 

 （固定資産の使用許可等） 

第６条 受注者は、レンタルシステムを設置するため固定資産（建物）を使用するに当たって

は、使用する１か月前までに地方独立行政法人広島市立病院機構固定資産貸付要領第５条に定

める「固定資産貸付申請書」を発注者に提出し、発注者の使用許可を受けなければならない。

使用期間は１年以内とし、使用期間満了後、引き続いて使用しようとするときも同様とする。 



２ 受注者は、前項の使用許可に際し付した条件を遵守しなければならない。 

（レンタルシステムの所有権） 

第７条 レンタルシステムの所有権は、受注者に帰属する。 

 （レンタルシステムの保管） 

第８条 発注者は、受注者が本契約により設置したレンタルシステムを、善良な管理者の注意を

もって保管しなければならない。 

 （レンタルシステムの維持及び補修） 

第９条 レンタルシステムの維持及び補修は、受注者の責任において行うものとし、レンタルシ

ステムの管理運営上必要なサービスも同様とする。 

 （レンタルシステムの変更等） 

第１０条 発注者又は受注者が第３条に定める設置場所又は内容を変更しようとするときは、事

前に相手方の承認を得るものとする。 

 （利用料金及び諸費用の負担） 

第１１条 レンタルシステムの利用料金は、次のとおりとする。 

機器 金額 

テレビ １時間当たり               ○○○ 円 

冷蔵庫 ２４時間当たり              ○○○ 円 

洗濯機 １工程（洗い・すすぎ・脱水）当たり    ○○○ 円 

乾燥機 １回（３０分）当たり           ○○○ 円 

イヤホン販売機 １個当たり                ○○○ 円 

マスク販売機 １枚当たり                ○○○ 円 

２ レンタルシステムの売上金は受注者に帰属するものとする。 

３ 前項の売上金からカード精算金額を控除した金額を収益金とする。 

４ 受注者は、翌月１０日までに、その月の売上金及び収益金に関する報告書を発注者に提出し

なければならない。 

５ 受注者はその月の収益金の内から次の管理経費を下表のとおり翌月末日までに発注者に納付

するものとする。 

機器 
テレビ・冷蔵庫・ 

イヤホン販売機・マスク販売機 
洗濯機 乾燥機 

管理経費 収益金の ○○％ 収益金の ○○％ 収益金の ○○％ 

６ 前項の管理経費について、１円未満の端数が生じたときは、これを１円に切り上げる。 

７ レンタルシステムの補修及び管理運営に係る費用並びに盗難による損害は、受注者の負担と

する。ただし、利用者による故意又は重大な過失により発生した補修はこの限りでない。 



 （物価変動等に基づく利用料金の変更） 

第１２条 日本国内における物価水準又は消費税及び地方消費税の変動により利用料金が著しく

不適当となったときは、発注者又は受注者は、利用料金の変更を請求することができる。 

２ 前項の場合において、利用料金の変更額については、発注者と受注者が協議して定める。 

（権利義務の譲渡等） 

第１３条 受注者は、本契約によって生ずる権利又は義務を第三者に譲渡し、又は承継させては

ならない。ただし、特別の理由によりあらかじめ書面で発注者の承諾を得た場合は、この限り

でない。 

（一括委任等の禁止等） 

第１４条 受注者は、本契約の履行に当たってその全部又は一部を第三者に請け負わせ、若しく

は委任してはならない。ただし、あらかじめ書面で発注者の承認を得た場合は、本契約の履行

の一部を第三者に請け負わせ、又は委任することができる。 

２ 前項に規定するもののほか、受注者は、本契約の履行の一部を次のいずれかに掲げる者に直

接委任又は請け負わせてはならない。 

⑴ 地方独立行政法人広島市立病院機構（以下「本機構」という。）又は広島市の競争入札参

加資格の取消しを受けた者で、広島市の競争入札に参加することができない期間を経過しな

いもの 

 ⑵ 地方独立行政法人広島市立病院機構競争入札参加資格者指名停止措置要綱（平成３０年７

月３０日施行）又は広島市競争入札参加資格者指名停止措置要綱により指名停止の措置を受

けた者で、指名停止の期間が経過しないもの 

 ⑶ 法人若しくは事業を営む個人又はそれらの役員等(広島市発注契約に係る暴力団等排除措

置要綱(以下「暴力団等排除措置要綱」という。)第２条第８項に規定する役員等をいう。以

下同じ。)が、次のいずれかに該当するもの 

ア 暴力団等排除措置要綱第２条第１項に規定する暴力団 

イ 暴力団等排除措置要綱第２条第２項に規定する暴力団員等 

ウ 暴力団等排除措置要綱第２条第３項に規定する暴力団経営支配法人等 

エ 暴力団等排除措置要綱第２条第４項に規定する被公表者経営支配法人等 

オ 暴力団等排除措置要綱第２条第５項に規定する暴力団関係者  

３ 受注者は、前項各号に掲げる者以外の者に本契約の履行の一部を委任し、又は請け負わせた

場合においては、当該一部の契約の履行の全部又は一部を、同項各号に掲げる者に再委任し、

又は再下請負させてはならない。 

４ 受注者は、受任者又は下請負人を定めたときは、直ちに当該者の商号又は名称その他必要な

事項を発注者に通知するとともに、第２項各号のいずれかに該当する者がいないことの確認を

受けなければならない。 

 （損害賠償） 

第１５条 受注者及びその従業員の責めに帰すべき事由により、発注者又は第三者に損害を与え

たときは、その損害を賠償しなければならない。 

 （契約の解除） 

第１６条 発注者は、受注者が次の各号のいずれかに該当するときは、相当な期間を定めてその



履行の催告を書面で行い、その期間内に履行がないときは、本契約を解除することができる。

ただし、その期間を経過した時における業務の不履行が、本契約及び取引上の社会通念に照ら

し軽微であるときは、この限りでない。 

 ⑴ 正当な理由なく、本契約の履行に着手すべき期日を過ぎてもその履行に着手しないとき。 

 ⑵ 前号又は次項の各号に掲げる場合のほか、本契約に違反したとき。 

２ 発注者は、次の各号のいずれかに該当するときは、直ちに本契約を解除することができる。 

 ⑴ 第１４条第１項から第３項までの規定に違反したとき。 

 ⑵ 受注者が本契約の履行を拒絶する意思を明確に表示したとき。 

 ⑶ 前各号に掲げる場合のほか、受注者が本契約の履行をせず、発注者が前項の催告をしても

契約をした目的を達するのに足りる履行がされる見込みがないことが明らかであるとき。 

 ⑷ 暴力団、暴力団員等、暴力団等経営支配法人等又は暴力団関係者に本契約によって生じる

権利又は義務を譲渡し、又は承継させたとき。 

 ⑸ 警察等捜査機関からの通報等により、第１４条第２項第３号に該当する者であることが判

明したとき。 

 ⑹ 受注者が、第１４条第３項に違反して、本契約の一部の履行の全部又は一部を、同条第２

項第３号に掲げる者に再委任し、又は再下請負させた場合において、発注者が当該再委任又

は再下請負の契約を解除させるよう必要な措置を講ずることを求め、受注者がこれに応じな

かったとき。 

３ 受注者は、第１項又は前項の規定による契約の解除により損害を受けることがあっても、そ

の損害の賠償を発注者に請求することができないものとする。 

４ 受注者は、第１項又は第２項の規定によって本契約を解除されたときは、履行中の年度の前

３年間における１年当たりの平均入院患者延べ数に、２４時間当たりの冷蔵庫の利用料金（単

価）を乗じて得た金額の１０分の１に相当する額（小数点以下切捨て）を、違約金として発注

者の指定する期間内に支払わなければならない。 

（法令の遵守） 

第１７条 受注者は、契約の履行に当たっては、関係法令を遵守しなければならない。 

（契約の変更） 

第１８条 発注者は、受注者が請け負った業務を完了するまでは、仕様等を変更することができ

る。 

２ 前項の場合において、契約に定める条件を変更する必要があるときは、発注者及び受注者が

協議のうえ定めるものとする。 

３ 発注者は、第１項に定めるもののほか、契約に定める条件を、受注者と協議のうえ変更する

ことができる。 

（守秘義務） 

第１９条 受注者は、本契約の履行に際して知り得た秘密を他に漏らしてはならない。本契約の

終了後及び解除後も、同様とする。 

２ 受注者は、本契約の履行に当たり個人情報を取り扱う場合には、別記「個人情報取扱特記事

項」を遵守しなければならない。 

 



 （裁判管轄） 

第２０条 本契約に関する紛争は、広島地方裁判所を第一審の管轄裁判所とする。 

 （補則） 

第２１条 本契約に定めのない事項については、必要に応じて発注者と受注者とが協議して、こ

れを定める。 

 

 

 

本契約の締結を証するため、本書２通を作成し、発注者及び受注者が記名押印の上、各自１通

を保有する。 

 

  令和  年  月  日 

 

               （発注者） 広島市中区基町７番３３号 

                     地方独立行政法人広島市立病院機構 

                     理事長  影 本 正 之 

 

 

               （受注者）  

 

 


